
    一 頁 
  

○ 総 務 省 告 示 第   号 

 中 小 企 業 等 経 営 強 化 法 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 十 八 号 ） 第 十 六 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、 地 上 基 幹 放 送

分 野 に 係 る 経 営 力 向 上 に 関 す る 指 針 （ 平 成 二 十 九 年 総 務 省 告 示 第 二 百 五 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 し 、 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 、 公 表 す る 。 

  令 和   年  月   日 

                                 総 務 大 臣  高 市  早 苗    

 次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る

規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。 



    二 頁 
  

改       正       後 改       正       前 

第１ 現状認識 

１ 全体の傾向 

  地上基幹放送等（放送法（昭和25年法律第132号）第２条第14号に定める移動受信用地上

基幹放送及び同条第15号に定める地上基幹放送をいう。以下同じ。）は、我が国の大半の世

帯に広く普及する国民生活の重要な情報通信基盤であり、それぞれの地域において、地域情

報を流通させる役割を果たしている。 

地上基幹放送事業者等（地上基幹放送等を行う者（日本放送協会を除く。）及び放送法第

２条第24号に定める基幹放送局提供事業者（地上基幹放送等を行う者の業務の用に供する者

に限る。以下同じ。）をいう。以下同じ。）の近年の売上高を見ると、リーマンショックで

落ち込んだ売上高は、平成30年度には約２兆3,396億円と、リーマンショック以前の水準ま

でには達していない。 

現在、地上基幹放送事業者等は、視聴者の視聴スタイルの変化、若年層を中心としたテレ

ビ・ラジオ離れ、インターネット動画配信サービスの台頭などといった様々な環境の変化に

直面している。特に、国境を越えるインターネット動画配信サービスが競争環境等にもたら

す影響は、今後ますます大きくなると考えられており、地上基幹放送事業者等は、その変化

に速やかに対応していく必要がある。 

また、コミュニティ放送は、放送対象地域が一の市区町村の一部の区域であり、広告料収

入のもととなる企業が少なく、平成30年度の平均営業収入は約4,800万円、平均営業利益は

約12万円の赤字であり、経営基盤が脆弱であるため、経営力向上の観点では、地元の企業や

自治体とのより緊密な連携が重要となる。 

（注）平成30年度の売上高に、移動受信用地上基幹放送事業者、基幹放送局提供事業者及び

超短波文字多重放送のみを行う地上基幹放送事業者の売上高は含まない。 

 

２ 業態の特徴 

地上基幹放送事業者 527者 令和２年３月31日時点 

 

テレビジョン放送事業者 127者  

ラジオ放送事業者 432者  

 コミュニティ放送事業者 332者  

移動受信用地上基幹放送事業者 ６者  

基幹放送局提供事業者 １者  

 

 

 

第１ ［同左］ 

１ ［同左］ 

  地上基幹放送等（放送法（昭和25年法律第132号）第２条第14号に定める移動受信用地上

基幹放送及び同条第15号に定める地上基幹放送をいう。以下同じ。）は、我が国の大半の世

帯に広く普及する国民生活の重要な情報通信基盤であり、それぞれの地域において、地域情

報を流通させる役割を果たしている。 

地上基幹放送事業者等（地上基幹放送等を行う者（日本放送協会及び放送大学学園を除く

。）及び放送法第２条第24号に定める基幹放送局提供事業者（地上基幹放送等を行う者の業

務の用に供する者に限る。以下同じ。）をいう。以下同じ。）の近年の売上高の推移を見る

と、リーマンショックで落ち込んだ売上高は、平成28年度で約２兆3,773億円まで緩やかに

回復したものの、平成29年度には約２兆3,471億円に減少しており、リーマンショック以前

の水準までには達していない。 

現在、地上基幹放送事業者等は、視聴者の視聴スタイルの変化、若年層を中心としたテレ

ビ・ラジオ離れ、インターネット動画配信サービスの台頭などといった様々な環境の変化に

直面している。特に、国境を越えるインターネット動画配信サービスが競争環境等にもたら

す影響は、今後ますます大きくなると考えられており、地上基幹放送事業者等は、その変化

に速やかに対応していく必要がある。 

また、コミュニティ放送は、放送対象地域が一の市区町村の一部の区域であり、広告料収

入のもととなる企業が少なく、平成29年度の平均営業収入は約4,900万円、平均営業利益は

約38万円の赤字であり、経営基盤が脆弱であるため、経営力向上の観点では、地元の企業や

自治体とのより緊密な連携が重要となる。 

（注）平成28年度及び29年度の売上高に、移動受信用地上基幹放送事業者、基幹放送局提供

事業者及び超短波文字多重放送のみを行う地上基幹放送事業者の売上高は含まない。 

２ ［同左］ 

地上基幹放送事業者 522者 令和元年６月１日時点 

 

テレビジョン放送事業者 127者  

ラジオ放送事業者 427者  

 コミュニティ放送事業者 327者  

移動受信用地上基幹放送事業者 ６者  

基幹放送局提供事業者 １者  

 

第２ 経営力向上の内容に関する事項 

 ［１ 略］ 

 ２ 具体的事項 

現に有する経営資源又は事業承継等により他の放送事業者等から取得した又は提供された

経営資源に関し、地上基幹放送事業者等においては、経営力向上に向けて、一のイからヌま

でに掲げる事項を、二の表の左欄に掲げる地上基幹放送事業者等の規模に応じ、同表右欄に

第２ ［同左］ 

 ［１ 同左］ 

 ２ ［同左］ 

［同左］ 

 

 

（注１） テレビ・ラジオを兼営している事業者は32者で、それぞれに計上。 

（注２） 超短波文字多重放送のみを行う地上基幹放送事業者は計上していない。 

（注１） テレビ・ラジオを兼営している事業者は32者で、それぞれに計上。 

（注２） 超短波文字多重放送のみを行う地上基幹放送事業者は計上していない。 



    三 頁 
  

掲げるところにより、実施するものとする。 

一 経営力向上の内容 

   ［イ～リ 略］ 

   ヌ 人材の確保・育成・定着等 

最新の技術やサービス動向を踏まえ、自社の強み及び経営環境に応じて、より付加価

値の高いサービスの創出・向上を図ることができる人材を確保・育成する。また、人材

の確保・育成のための教育・研修計画を立案することも有効である。これらのための取

組として、例えば、大学等と連携したリカレント教育による人材育成が考えられる。 

また、業務の実施区域が一定の規模に限定され、地域情報の発信を期待されている地

上基幹放送事業者等においては、当該地域に精通した人材は欠かせない。そのため、地

域の学校からの職業体験の受入れ、インターンシップ、地域番組における取材活動等を

通じて、地上基幹放送等に従事することを志す若年層の拡大を図ることにより、地域人

材の確保に努めることも有効である。 

さらに、従業員の健康増進に資する取組を含む職場環境の整備改善、従業員の適正な

評価その他の取組により、従業員の離職率低下、意欲の増進その他組織の活力の向上を

図り、従業員の能力を有効活用しつつ定着を促進する。 

  ［二 略］ 

 

  一 ［同左］ 

   ［イ～リ 同左］ 

   ヌ ［同左］ 

最新の技術やサービス動向を踏まえ、自社の強み及び経営環境に応じて、より付加価

値の高いサービスの創出・向上を図ることができる人材を確保・育成する。また、人材

の確保・育成のための教育・研修計画を立案することも有効である。これらのための取

組として、例えば、大学等と連携したリカレント教育による人材育成が考えられる。 

また、業務の実施区域が一定の規模に限定され、地域情報の発信を期待されている地

上基幹放送事業者等においては、当該地域に精通した人材は欠かせない。そのため、地

域の学校からの職業体験の受入れ、インターンシップ、地域番組における取材活動等を

通じて、地上基幹放送等に従事することを志す若年層の拡大を図ることにより、地域人

材の確保に努めることも有効である。 

 

 

 

  ［二 同左］ 

第３ 経営力向上の実施方法に関する事項 

［１ 略］ 

２ 指標等 

計画策定に当たり、地上基幹放送事業者等が目標とすべき指標等は、次の一又は二に掲げ

る区分に応じてそれぞれ一又は二に定めるものとする。 

  ［一 略］ 

  二 事業承継等により他の放送事業者等から取得した又は提供された経営資源を利用する場

合 

   イ 事業承継の促進 

当該制度は中小企業者等の事業承継を促進するものであるから、中小企業者等が事業

承継等（中小企業等経営強化法第２条第11項第９号に掲げるものを除く。）を行う場合

にあっては、事業の継続が困難である他の放送事業者等の事業を承継するもののうち、

事業の経営の承継を伴う取組を支援対象とする。 

［ロ 略］ 

第３ ［同左］ 

［１ 同左］ 

２ ［同左］ 

   ［同左］ 

 

［一 同左］ 

二 ［同左］ 

 

イ ［同左］ 

当該制度は中小企業者等の事業承継を促進するものであるから、中小企業者等が事業

承継等（中小企業等経営強化法第２条第12項第９号に掲げるものを除く。）を行う場合

にあっては、事業の継続が困難である他の放送事業者等の事業を承継するもののうち、

事業の経営の承継を伴う取組を支援対象とする。 

   ［ロ 同左］ 

［第４ 略］ ［第４ 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 

 

 


